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研究成果の概要：近年のイギリス賃金平等法の発展、同一価値労働同一賃金原則に関する職務

評価制度・紛争解決システムの現状を把握した。その成果を反映させ、日本のスーパーマーケ

ット販売・加工職および医療・介護サービス職をモデルに職務評価調査を実施した。これら一

連の研究から日本における同一価値労働同一賃金原則の実施システムとして、①関連する法制

度の改正と労働審判制度を活用した紛争解決システムの提案、②日本の職務実態・職場慣行等

を考慮した職務評価制度の構築を行った。  

 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００６年度 3,800,000 1,140,000 4,940,000 

２００７年度 7,200,000 2,160,000 9,360,000 

２００８年度 3,200,000 960,000 4,160,000 

総 計 14,200,000 4,260,000 18,460,000 

 
 

研究分野：複合領域・社会政策・労働とジェンダー 

科研費の分科・細目：ジェンダー・ジェンダー 

キーワード：同一価値労働同一賃金原則、職務評価システム、職務分析、均等待遇原則、    

性差別禁止、同一賃金法、販売・加工職、医療・介護サービス職、 

       

 
１．研究開始当初の背景 
 日本は同一価値労働同一賃金原則を規定
した ILO 第 100 号条約を 1967 年に批准して
いるにもかかわらず、この原則を実行するた
めの法の整備、職務評価システムやこの原則
に関わる紛争解決システム等の検討は未着
手な状態にあった。一方で、わが国の男女間
賃金格差は国際的にも際立って大きく、1990
年代後半以降、非正規労働者の増大に伴って
パート・正規間の賃金格差が深刻化するなか
で、性と雇用形態による賃金格差の是正は直
面する社会的課題であった。 

 
２．研究の目的 
第１は、同一事業所内において男性・女性

労働者／パート・正規労働者に同一価値労働
同一賃金を保障する性と雇用形態に中立な
職務分析・職務評価システムを、日本の職場
の諸慣行を考慮して構築することである。 
第２は、同等の労働に従事しながら性や雇

用形態によって賃金差別を受けた男女労働
者やパート労働者を救済するために、日本に
おける同一価値労働同一賃金原則に基づく
実効性の高い紛争解決システムを研究し、構
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築することである。 
第３の目的は、イギリスにおける同一価値

労働同一賃金原則に関する職務評価制度と、
同原則を担保する紛争解決システムを探究
することである。 
 
３．研究の方法 

第１の課題（性と雇用形態に中立な職務分
析・職務評価システムの構築）については、
スーパーマーケット販売・加工職(正規・パ
ート従業員)と医療・介護サービス職(正規・
非正規職)をモデル(対象)として、職務分
析・職務評価を実施し、そのプロセスで、わ
が国の職場慣行に適合する職務評価システ
ムの構築を試行した。 

第２の課題（同一価値労働同一賃金原則に
基づく紛争解決システムの研究・構築）につ
いては、イギリスのシステムをモデルにしつ
つ、日本における同原則実現のための全般的
な法改正の研究、労働審判制度を中心とする
紛争解決制度の研究、企業内部における賃金
格差解消のための平等賃金監査システムの
研究を行った。 

第３の課題（イギリスにおける同一価値労
働同一賃金原則に関する職務評価制度と同
原則を担保する紛争解決システムの探究）に
ついては、文献および判例の分析を行うと同
時に、2007 年 9 月のイギリス現地調査を通じ
て、イギリスの全般的な平等法をめぐる動向
を把握し、平等賃金レビューの実態と同一賃
金をめぐる紛争解決手続について研究を行
った。 
 
４．研究成果 
（１）スーパーマーケット販売・加工職（７
職種）と医療・介護サービス職（４職種）の
職務評価と賃金格差の明確化 
 日本における職務評価システムを構築す
るためのモデル職種を対象に、「仕事の評価
についてのアンケート」（2008 年 6 月）を実
施し、仕事の担当者自身による「職務の価値」
を明らかにした。販売・加工職（鮮魚・水産、
精肉・畜産、青果・農産、惣菜、デイリー、
ドライ、チェッカー・カウンター）では、各
職種の＜正規：役付パート：一般パート＞の
職務の価値は概ね 10：9：8（鮮魚・水産のみ
10：8：7）であるのに対し、支給されている
時給格差はおおよそ 10：7：5 と大きく、パ
ートタイマーに対する同一価値労働同一賃
金原則に基づく賃金格差の是正の必要性が
明らかとなった。一方、医療・介護サービス
職（看護師、施設介護職員、診療放射線技師
は正規・男女、ホームヘルパーは非正規・男
女）では、看護師の職務の価値が最も高く、
比率（看護師=100）でみると、看護師と施設
介護職員（100：96）、ホームヘルパーと診療
放射線技師（84：84）がほぼ同一価値労働で

あることがわかった。看護師を基準とした時
給格差は前掲順に 100：75：65：116 となり、
職務の価値を基準とすると、看護師と放射線
技師に比べ、介護サービス職の賃金が相当に
低いことが明らかとなった。 
 
（２）モデル職種における職務評価システム
の構築 

販売・加工職と医療・介護サービス職の仕

事を評価するために表 1、表 2 のような職務

評価システムを構築した。表 1は、正規のみ

ならずパート従業員の担当職務にも充分な

目配りをしたものであり、他業種の販売職の

職務評価にも広く援用できるものである。表

2 は、保育士はじめ類似の対人サービス職種

への活用が可能である。 
評価レベルは、販売・加工職の「4.仕事関

連の知識・技能」と医療・介護サービス職の
「(2)知識・技能」の４つのサブファクター
では４段階としたが、その他は 3段階である。
職務評価システムの構築にあたっては、対象
職種従業員 50 人に対する職務内容に関す
るインタビューとそれに基づく職務分析、
②販売・加工職と医療・介護サービス職を対
象に実施した「仕事と賃金に関する意識調
査」結果（2007 年 11 月実施、回答者数 1,180
人）の他に、関連する日本の先行研究、イ
ギリスの医療サービス職の職務評価システ
ム等を参照した。 
 
表 1 スーパーマーケット販売・加工職の職務評価システム 

ファクター ウエイト(%) 

  4 大ファクター・12 サブファクター 100.0  

(1)仕事によってもたらされる負担 20.0  

  1.重量物の運搬・継続的立ち仕事などによる身体的負担 8.0  

  2.人間関係や仕事に伴う精神的ストレス 6.0  

  3.時間の制約に伴う精神的・身体的負担 6.0  

(2)知識・技能 32.0  

  4.仕事関連の知識・技能 13.0  

  5.コミュニケーションの技能 10.0  

  6.問題解決力 9.0  

(3)責任 30.0  

  7.商品管理に対する責任 10.0  

  8.人員の育成・管理に対する責任 10.0  

  9.利益目標の実現に対する責任 10.0  

(4)労働環境 18.0  

  10.転居を伴う転勤可能性 6.0  

  11.労働環境の不快さ 6.0  

  12.労働時間の不規則性 6.0  
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表 2 医療・介護サービス職の職務評価システム 

ファクター ウエイト(%) 

  4 大ファクター・11 サブファクター 100.0  

(1)仕事によってもたらされる負担 25.0  

  1.身体的負担 8.0  

  2.精神的負担 8.0  

  3.感情的負担 9.0  

(2)知識・技能 39.0  

  4.仕事関連の知識 12.0  

  5.コミュニケーションの技能 8.0  

  6.仕事の手ぎわや機器の操作についての技能 8.0  

  7.問題解決力 11.0  

(3)責任 24.0  

  8.患者・利用者に対する責任 12.0  

  9.仕事の方針・サービスの実施に対する責任 12.0  

(4)労働環境 12.0  

  10.労働環境の不快さや危険度 6.0  

  11.労働時間の不規則性 6.0  

 
（３）日本の職務実態・職場慣行等を考慮
した職務評価システムの提案 
 職務評価システムは、同一価値労働同一賃
金原則を実施するための中核的な制度であ
る。日本の企業（事業所）・労働組合あるい
は行政が、今後速やかに職務評価制度を構築
していくために、２つのモデル職種での試行
から次の諸点を提案する。 
①国際的に職務評価の標準である「知識・技
能、負担、責任、労働環境」の４大ファクタ
ーを採用する。評価の順序は、日本の従業員
が馴染みやすいように「負担」から始め、「知
識・技能、責任、労働環境」の順とする。 
②サブファクターの項目数は、各大ファクタ
ーで 3～4 項目を上限とし、トータル 11～12
項目での評価が合理的かつ適切であること
が我々の試行から検証されている。 
③「負担」の評価では、「身体的負担」、「精
神的負担」の具体化が基本であるが、対人サ
ービス職種では、「感情的負担」の評価も欠
かせない。我々の「感情的負担」の定義はか
なり熟考し、洗練されたものとなっている。 
④「知識・技能」では、「仕事関連の知識」、「仕
事関連の技能」、「コミュニケーションの技能」、
「問題解決力」が、職種を問わずベーシックな
サブファクターである。仕事関連の「知識」・「技
能」を評価する共通の尺度として「習得期間」
が有効であるが、特定の「資格」を要求され
る職種を評価する場合、「OJT 的評価基準」だ
けでは不十分であり、「資格の取得に要する
就学期間（就学レベル）」といったファクター
を加えることが求められる。 
⑤「労働環境」の評価は、職種を構成する職
務項目ごとに評価するのではなく、「仕事全
体」として一括評価する方法が合理的である。 
⑥日本の企業の雇用管理や雇用慣行を考慮
して、職種によっては、「労働環境」のサブ
ファクターに「転居を伴う転勤の有無・頻度」

を採用することも考えられる。我々の試行で
は、そのウェイトは６％であった。 
⑦ファクターへのウェイトの配分は職種・職
務の特性によるが、これまでの研究実践と今
回の試行から、その目安として知識・技能 30
～40％、負担 20～25％、責任 25～30％、労
働環境 10～20％が提案できる。ファクターの
評価レベルは、当面、３段階が適当である。 
⑧日本のこれまでの職務評価実践では、職種
を構成する「職務項目」を評価し、その結果
を統合して仕事（職種）の価値を算出してき
たが、今回初めて試行した「仕事全般」（職
種）の評価もかなり有効であることが検証さ
れた。職務評価の簡便化のためには、この方
法の実施要件の精緻化が求められる。 
 
（４）イギリスの法制度と同一価値労働同一
賃金原則を担保する紛争解決システムの探
究 
 イギリスの法制度では、1970 年の同一賃金
法（男女間の賃金差別禁止）、1983 年の同法
改正（同一価値労働原則の導入）、1975 年性
差別禁止法（間接性差別禁止規定を通じてパ
ートタイム労働者の賃金差別を禁止）、2000
年パートタイム労働者規則（不利益取扱禁
止）を中心に、同一価値労働同一賃金原則が
運用されている。また現在、単一平等法が立
法化されようとしており、差別禁止法制の整
備が進行中である。賃金に関しては、公務分
野を中心に同一価値労働同一賃金原則をめ
ぐる訴訟事件が増えており、これらの紛争を
解決するために、さまざまな創造的な試みが
行われている。とくに雇用審判所と ACAS（助
言・斡旋・仲裁局）における手続きが参考に
なる。同一賃金法の下では、同一価値労働に
ある男女間の賃金格差が「実質的な要因」に
よるものではないとされたときには、平等条
項の効果によって、女性の契約条件は男性と
同じものに修正される。そこで、訴訟が提起
された場合、男女の労働が「同一価値労働」
であるかどうかを判断するために、ACAS にリ
ストアップされている独立専門家の報告書
が、雇用審判所の判断では重要になる。この
ような紛争解決システムの研究は、最近、労
働審判所制度を導入した日本にとっても、お
おいに参考になるであろう。 
 
（５）イギリスにおける同一価値労働同一賃
金原則に関する職務評価制度の研究 
 まず、イギリスで男女間賃金格差を縮小す
るために、ACAS や EOC によって推奨されてい
るモデル的な職務評価制度を研究した。実態
として、民間企業のなかで職務評価制度を導
入している割合は多くはなく、男女間賃金格
差もなお大きい。しかしその一方、個別企業
における男女間の賃金格差を縮小するため
の、イギリス政府による地道な努力があり、
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その一つが「平等賃金レビュー」である。そ
の概要は、事業主が企業内の男女の賃金格差
をデータ化して大きな賃金格差が見出され
る場合に、賃金平等のためのアクションプラ
ンを作成してモニタリングを行うというも
のであり、これが有用な役割を果たしている。
また公的機関には、賃金格差の解消を図る責
任として「ジェンダー平等義務」が課されて
いる。 
 
（６）日本における法制度改正の提案および
同一価値労働同一賃金をめぐる紛争解決制
度の研究 
 日本では同一価値労働同一賃金原則を実
現する社会的基盤がないという専門家の意
見もあるところだが、研究グループとしては、
ILO100 号条約を批准している国として、日本
がいかにすれば同原則を実現しうるかが課
題であるという認識にたち、まずは、同一価
値労働同一賃金原則を実現する法制度改正
を検討した。そのうえで、紛争解決制度とし
ては、労働審判制度における簡易な申立制度
において、同一価値労働同一賃金事件を取り
扱う専門家の関与を可能とするような制度
の創設を提案すべく試みた。 
 
（７）企業内部における男女間賃金格差解消
のための平等賃金監査システムの提案 

男女間の賃金格差を解消するために、good 
practice として、各企業に平等賃金監査を導
入することを検討した。類似もしくは同一価
値の労働に従事している同一勤続の男女労
働者の統計をとり、集団としての男女間の賃
金格差を客観的に把握し、格差があるときに
はその要因をつきとめ、是正計画をたて実施
することを推奨する試みである。この計画を
確実に実施している企業に対しては、労働審
判において男女間の賃金格差の合理性が推
定されることになるであろう。 
 

以上の一連の研究成果は、日本における同
一価値労働同一賃金原則の実現を推進し、わ
が国の男女間／正規・非正規間の賃金格差の
解消と公正な賃金制度の確立に貢献できる
ものである。 
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